
（別添）  
調査概要のポイント  

 
 
 

「『公共交通機関の安全に関する世論調査』の概要」（内閣府）のポイントは、  
下記のとおりである。  

 
１ 公共交通機関の安全に対する関心 

 

・  公共交通機関を安全だと思う人の割合が高い。  
・  この１０年間に向上したと回答した人が、低下したと回答した人よ
りも多い。 

 

 

○公共交通機関が安全だと思うと回答した人          ：８９％ 

      

 
※公共交通機関をよく利用する人の方がより「安全だと思う」と回答 

   

○公共交通機関についてこの１０年の間に安全性が 

 ：３７％ 

                  

 

総 数

 

 

向上したと回答した人 

変わらないと回答した人 ：４４％ 

 （低下したと回答した人 ：１０％）

向上した 低下した わからない変わらない

(1,822 人)

（該当者数）

10.437.4 44.1 8.1

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

38.9 50.2

3.6

6.5 0.8

わからない
安全だと思う ある程度

安全だと思う
あまり安全で
はないと思う

安全では
ないと思う

安全だと思う（小計） 89.1 安全ではないと思う（小計） 7.3

 

※公共交通機関をよく利用する人の方がより「向上した」と回答 
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 ２ 公共交通機関の安全に関する情報 

 

・安全に関する情報を見た又は聞いたことがある人とない人の割合は

半々。  
・安全に関する情報への関心度は高く、事業者の安全への取組みの情報

を国が集めてＰＲするべきという人が多い。 

 

「公共交通機関の安全に関する情報」について以下の内容を回答者に提示して質問。 

＜国が公表、周知している情報＞  

①  安全に関する制度（国の法令など）  

②  国における監査や評価といった事業者へのチェック  

③  事故等の状況、内容  

④  国の安全に対する取組み（運輸安全マネジメント制度の導入や監査体制の強化など） 

⑤ 事故の原因の分析や再発防止策  
＜事業者が公表、周知している情報＞  
⑥  安全への運動や職員への教育・訓練といった取組み  

⑦  安全を確保する施設や設備の設置・整備の状況  

⑧  事故等の状況、内容  

⑨  利用者の安全な利用の仕方に関する情報  

 

 

○「公共交通機関の安全に関する情報」を 

見た又は聞いたことがあると回答した人：４８％ 

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

49.847.7 2.5

あ　る な　い わからない

 

 

 

○「公共交通機関の安全に関する情報」を知りたいと回答した人：６３％ 

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

33.663.2 3.2

思う 思わない わからない

 

※公共交通機関をよく利用する人の方がより「知りたいと思う」と回答 
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○（知りたいと回答した人のうち）特に詳しく知りたい安全情報の内容 

（複数回答、上位６項目） 

事故等の状況，内容（５９％） 

事故の原因の分析や再発防止策（５３％） 

利用者の安全な利用の仕方に関する情報（３５％） 

国や事業者における安全に対する取組み（３５％） 

安全に関する制度（国の法令など）（３５％） 

国における監査や評価といった事業者へのチェック（３１％） 

事 故 等 の 状 況 ， 内 容

事 故 の 原 因 の 分 析 や 再 発 防 止 策

利 用 者 の 安 全 な 利 用 の 仕 方 に 関 す る 情 報

国 や 事 業 者 に お け る 安 全 に 対 す る 取 組 み

安 全 に 関 す る 制 度 （ 国 の 法 令 な ど ）

国における監査や評価といった事業者へのチェック

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

(%)

58.8

52.5

35.4

34.9

30.9

0.5

2.1

0.6

35.1

0 10 20 30 40 50 60 70

総　数（Ｎ=1,151人，Ｍ.Ｔ.=250.9％）

 
 

○事業者の安全への取組みの情報を  
国が集めてＰＲするべきと回答した人：８３％  

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

48.7 34.1 7.2 5.4 4.6

わからない
積極的に集め
てPRするべき

ある程度集め
てPRするべき

あまり集めてPR
するべきではない

集めてPRする
べきではない

集めてPRするべき（小計） 82.8 集めてPRするべきではない（小計） 10.0
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 ３ 公共交通機関の安全利用 

・不安全行動を見た又はしたことがある人とない人の割合は半々。  
・多くの人が、不安全行動をする人は危険だとの認識を持っていな

がら行動していると思っている。  
・不安全行動が他の人にとって危険又は迷惑だと思う人が多い。  
・不安全行動を見ても、通報又は注意をしなかった人が多い。  
・不安全行動の注意案内があった場合、改めて安全に気をつけると

いう人が多い。 

 

「不安全行動」について、以下の内容を回答者に提示して質問。 

公共交通機関において、利用者が、  

 ・  発車間際の駆け込み乗車  

 ・  ドアへの手や物のはさみ込み  

 ・  船舶や航空機への時間ギリギリの搭乗手続き  

・  航空機の停止前の離席や荷物の取出し    などを行うこと  

 

 

○利用する際に不安全行動を見た又はしたことがある人     ：４３％ 

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

25.9 17.5 42.9 12.4 1.3

わからない
何回か見た又は
したことがある

見たことも
したこともない

公共交通機関を
利用していない

1,2回見た又は
したことがある

 

うち、 

・不安全行動をしている人は危険だとの認識を持って 

行動していると思っている人  ：８１％ 

総 数 ( 791 人)

（該当者数）

35.8 45.0 16.9 2.3

わからない

危険だと思っている
が,やむを得ずして
いると思う

特に危険だとは
思っていないの
でしていると思う

危険だと思っている
が,自分は大丈夫だと
思ってしていると思う

 

・不安全行動が他の人にとって危険又は迷惑だと思う人    ：９７％ 

総 数 ( 791 人)

（該当者数）

63.7 33.6

1.8

0.9

わからない

他の人にとって
危険だと思う

他の人にとって迷惑でも
危険でもないと思う

他の人にとって迷惑だが,
危険までは言えないと思う
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・不安全行動を見ても係員に通報しなかった人      ：９４％ 

総 数 ( 791 人)

（該当者数）

93.65.3 1.1

した しなかった わからない

 

 

・不安全行動を見ても行為者に注意しなかった人      ：９０％ 

総 数 ( 791 人)

（該当者数）

89.69.0 1.4

した しなかった わからない

 

 
一方で、  
○公共交通機関を利用する際の不安全行動の注意案内があった場合、  

改めて安全に気をつける人 ：６８％  

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

5.767.7 16.7 7.4

0.1

2.4

その他
改めて安全に
気をつける

呼びかけを聞いたり,
ポスター掲示を見たり
したことがない

わからない

特に安全に
気をつける
わけではない

いつも安全に気を
つけているので
特に気にはしない
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たことがない人：９０％  

 

○公共交通機関の安全な利用の仕方についての

教育・研修・講演などを受け

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

4.8 4.6 90.2 0.3

わからない何回か受けた
ことがある

受けたことがない
1,2回受けた
ことがある

 

 



 

 ４ 新たな国の取組み及び国の施策への要望 

・安全確保のための国への要望は、「事故原因の究明」、「国による事業

者のチェック」、「技術開発の促進」が上位。  
・運輸安全マネジメント制度については、積極的に進めるべきと回答し

た人が多い。  
 

「運輸安全マネジメント制度」について、以下の内容を回答者に提示して質問。 

平成 18 年 10 月から開始されており、  

①  事業者が経営トップから現場まで一丸となって安全性を高める  

②  国が経営トップや安全統括管理者と面接し，安全管理体制をよくする

ためにアドバイスを行う  

ことにより、継続的に安全性を向上していく新しい制度 
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○安全確保のための国への要望（複数回答、上位３項目） 

事故原因の究明（５３％） 

事業者の安全管理体制や技術基準の遵守などの国によるチェック（５０％） 

事故を防止するための技術開発の促進（４４％） 

事 故 原 因 の 究 明

事業者の安全管理体制や技術基準の遵守などの
国によるチェック

事故を防止するための技術開発の促進

事故や違反をした場合の国によるペナルティ

事 故 等 に 関 し て の 情 報 の 公 開

安 全 の 取 組 み に 関 し て の 情 報 の 公 開

利 用 者 に 対 す る 安 全 の 教 育 や 広 報

会社立ち上げ時の安全確保の観点からの国によ
るチェック

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

(%)

52.7

49.8

43.5

34.2

31.0

28.0

25.9

0.8

4.2

3.2

38.0

0 10 20 30 40 50 60 70

総　数（Ｎ=1,822人，Ｍ.Ｔ.=311.3％）

 

 

○運輸安全マネジメント制度に積極的に取り組むべきと回答した人：７３％ 

 
 

総 数 (1,822 人)

（該当者数）

73.3 17.4 5.0 4.2

わからない

積極的に
取り組むべき

現状のままでよいある程度積極的
に取り組むべき


